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令和元年度独立行政法人 労働政策研究・研修機構に関する 

評価アンケート調査実施概要 

 

 

 

１．調査目的 

本調査は、労働政策研究・研修機構の第４期中期目標における「労働政策研究の成果に

ついての有識者を対象としたアンケート調査を実施し、下記基準により 2.0 以上の評価

を得る。〔大変有意義：３点、有意義:２点、あまり有意義でない：１点、有意義でない:

０点〕」との目標に基づき、労働分野の有識者等を対象に機構に対する意見及び評価を広

く把握し、その結果を業務改善等に反映することで、適正で質の高い業務運営の確保に資

するとともに、独立行政法人評価に関する有識者会議のための基礎資料とすることを目

的として実施したものである。 

 

 

２．調査実施項目 

・調査票発送：令和２年１月３１日（金） 

・調査票締切：令和２年２月２７日（木） 

 

 

３．調査対象（ ）内は昨年度 

・学識経験者 ：   ８９０名 （  ９５４名） 

・地方行政官 ： ２８３名 （ ２８３名） 

・労働組合 ： ２６９名 （ ２７０名） 

・使用者 ： ２８３名 （ ２８３名） 

合   計 ： １，７２５名 （１，７９０名） 

 

 

４．回収率 

５４２件（回収率：３１．４％） *昨年度５９３件（回収率：３３．１％） 

 

５．委託先 

株式会社サーベイリサーチセンター 
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６．結果 

 

＜当機構の事業活動全般について＞ 

 

問１ 労働政策研究・研修機構（以下「機構」といいます。）をご存知ですか。 

  1. よく知っている 

  2. 知っている 

3. 多少知っている（名前を見たり聞いたりしたことがある程度） 

  4. 全く知らない 

 

（認知率）５４２人中 認知率 ７５.１％  昨年度 ７５.３％ 

 

 

  

よく知っている

40.4

知っている

34.7

多少知っている

（名前を見たり聞

いたりしたことが

ある程度）

16.1

全く知らない

7.2

無回答

1.7

（％）

　

調

査

数

よ

く

知
っ

て

い

る

知
っ

て

い

る

多

少

知
っ

て

い

る

全

く

知

ら

な

い

　

無

回

答

542(件) 219 188 87 39 9

100(％) 40.4 34.7 16.1 7.2 1.7
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問２ 機構のどのような活動をご存知ですか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。 

  1. 労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告書』、『ディスカッション・ペ

ーパー』、『労働政策レポート』等） 

   2. 研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄稿・執筆、講演など） 

  3. 国内労働情報の収集・整理（『ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾚｰﾊﾞｰ･ﾄﾚﾝﾄﾞ』、『調査シリーズ』等） 

  4. 海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』、『海外調査シリーズ』等） 

  5. 各種労働統計の収集・整理（『ﾕｰｽﾌﾙ労働統計』、『ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ国際労働比較』等） 

  6. 調査研究成果等の普及（『日本労働研究雑誌』、『ホームページ』 、『Japan Labor Issues』

等） 

  7. 政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』等の開催） 

   8. 労働行政職員研修の実施（『労働行政職員一般研修』、『労働行政職員専門研修』等） 

    9. その他（                         ） 

 

 

  

84.6

48.0

57.3

38.3

49.0

58.1

38.3

28.3

3.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告

書』、『ディスカッション・ペーパー』、『労働政策レポート』等）

研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄

稿・執筆、講演など）

国内労働情報の収集・整理（『ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾚｰﾊﾞｰ･ﾄﾚﾝﾄﾞ』、『調査

シリーズ』等）

海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』、『海外調査

シリーズ』等）

各種労働統計の収集・整理（『ﾕｰｽﾌﾙ 労働統計』、『ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ

国際労働比較』等）

調査研究成果等の普及（『日本労働研究雑誌』、『ホームペー

ジ』 、『Japan LaborIssues 』等）

政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』等の開催）

労働行政職員研修の実施（『労働行政職員一般研修』、『労

働行政職員専門研修』等）

その他

無回答

　

調

査

数

労

働

政

策

に

関

す

る

総

合

的

な

調

査

研

究

研

究

員

の

諸

活

動

国

内

労

働

情

報

の

収

集

・

整

理

海

外

労

働

情

報

の

収

集

・

整

理

各

種

労

働

統

計

の

収

集

・

整

理

調

査

研

究

成

果

等

の

普

及

政

策

論

議

の

場

の

提

供

労

働

行

政

職

員

研

修

の

実

施 そ

の

他

　

無

回

答

494(件) 418 237 283 189 242 287 189 140 15 2

100(％) 84.6 48.0 57.3 38.3 49.0 58.1 38.3 28.3 3.0 0.4
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問３ 機構の活動を総合的に判断した場合、どのように評価しますか。あてはまる番号に一つだ

け○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）４９４人中 有益率 ９６．８％  昨年度 ９３．９％ 

 

 

  

大変有益である

41.9

有益である

54.9 

あまり有益でない

2.6

有益でない

0.4
無回答

0.2

（％）

　

調

査

数

大

変

有

益

で

あ

る

有

益

で

あ

る

あ

ま

り

有

益

で

な

い

有

益

で

な

い

　

無

回

答

494(件) 207 271 13 2 1

100(％) 41.9 54.9 2.6 0.4 0.2
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問４ 問３で「大変有益」「有益」と回答された方に伺います。そのように判断した理由は何です

か。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。 

  1. 時宜を得た調査研究テーマ・内容・成果である 

  2. 調査結果の分析方法がすぐれている 

  3. 政策論議・政策立案の基礎となる重要な知見を提供している 

  4. 調査研究活動によって時宜に則した労働関係情報が得られる 

  5. 諸外国の制度等の情報（比較情報）が得られる 

  6. 他で得られない情報・知見が得られる 

  7. 研究成果の学術的水準が高い 

  8. 企業・労使団体・行政の実務に役立つ 

  9. その他（                         ） 

 

 

 

  

67.2

29.3

43.5

56.3

40.2

28.9

18.2

30.8

1.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80%

時宜を得た調査研究テーマ・内容・成果である

調査結果の分析方法がすぐれている

政策論議・政策立案の基礎となる重要な知見を提供している

調査研究活動によって時宜に則した労働関係情報が得られる

諸外国の制度等の情報（比較情報）が得られる

他で得られない情報・知見が得られる

研究成果の学術的水準が高い

企業・労使団体・行政の実務に役立つ

その他

無回答
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査

数

時

宜

を

得

た

調

査

研

究

テ
ー

マ

・

内

容
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結

果

の
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方

法
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政
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論

議

・

政

策

立

案

の

基

礎

と

な

る

重

要

な

知

見

を

提

供

し

て

い

る

調

査

研

究

活

動

に

よ
っ

て

時

宜

に

則

し

た

労

働

関

係

情

報

が

得

ら

れ

る

諸

外

国

の

制

度

等

の

情

報

（

比

較

情

報
）

が

得

ら

れ

る 他

で

得

ら

れ

な

い

情

報

・

知

見

が

得

ら

れ

る

研

究

成

果

の

学

術

的

水

準

が

高

い

企

業

・

労

使

団

体

・

行

政

の

実

務

に

役

立

つ

そ

の

他

　

無

回

答

478(件) 321 140 208 269 192 138 87 147 7 2

100(％) 67.2 29.3 43.5 56.3 40.2 28.9 18.2 30.8 1.5 0.4
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問５ 問３で「あまり有益でない」「有益でない」と回答された方に伺います。そのように判断し

た理由は何ですか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。   

1. 時宜を逸した調査研究内容である 

  2. 調査結果の理論的・分析的な視点が足りない 

  3. 研究成果の学術的水準が低い 

  4. 新たな情報・知見が得られなかった 

  5. 政策論議・政策立案に役立たない 

  6. 議論のテーマが自分の関心と乖離している 

   7. 特に現時点で必要な情報がない 

   8. その他（                              ） 

 

 

 

  

0.0

0.0

0.0

13.3

0.0

13.3

60.0

20.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80%

時宜を逸した調査研究内容である

調査結果の理論的・分析的な視点が足りない

研究成果の学術的水準が低い

新たな情報・知見が得られなかった

政策論議・政策立案に役立たない

議論のテーマが自分の関心と乖離している

特に現時点で必要な情報がない

その他

無回答

　

調

査

数

時

宜

を

逸

し

た

調

査

研

究

内

容

で

あ

る

調

査

結

果

の

理

論

的

・

分

析

的

な

視

点

が

足

り

な

い

研

究

成

果

の

学

術

的

水

準

が

低

い

新

た

な

情

報

・

知

見

が

得

ら

れ

な

か
っ

た

政

策

論

議

・

政

策

立

案

に

役

立

た

な

い

議

論

の

テ
ー

マ

が

自

分

の

関

心

と

乖

離

し

て

い

る

特

に

現

時

点

で

必

要

な

情

報

が

な

い

そ

の

他

　

無

回

答

15(件) - - - 2 - 2 9 3 1

100(％) - - - 13.3 - 13.3 60.0 20.0 6.7



7 
 

問６ 機構の活動のうち、より充実すべきとお考えのものは何ですか。あてはまる番号すべてに

○を付けて下さい。 

    1. 労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告書』、『ディスカッション・  

ペーパー』等） 

   2. 研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄稿・執筆、講演など） 

  3. 国内労働情報の収集・整理（『ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾚｰﾊﾞｰ･ﾄﾚﾝﾄﾞ』、『調査シリーズ』等） 

  4. 海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』、『海外調査シリーズ』等） 

  5. 各種労働統計の収集・整理（『ﾕｰｽﾌﾙ労働統計』、『ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ国際労働比較』等） 

  6. 調査研究成果等の普及（『日本労働研究雑誌』、『ホームページ』、『Japan Labor Issues』

等） 

  7. 政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』等の開催） 

   8. 労働行政職員研修の実施（『労働行政職員一般研修』、『労働行政職員専門研修』等） 

    9. その他（                         ） 

 

 

 

  

51.2

21.7

36.6

32.2

33.8

33.4

21.9

18.2

4.7

3.0

0% 20% 40% 60%

労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告

書』、『ディスカッション・ペーパー』等）

研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄

稿・執筆、講演など）

国内労働情報の収集・整理（『ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾚｰﾊﾞｰ･ﾄﾚﾝﾄﾞ』、『調査

シリーズ』等）

海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』、『海外調査

シリーズ』等）

各種労働統計の収集・整理（『ﾕｰｽﾌﾙ 労働統計』、『ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ

国際労働比較』等）

調査研究成果等の普及（『日本労働研究雑誌』、『ホームペー

ジ』、『Japan Labor Issues』等）

政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』等の開催）

労働行政職員研修の実施（『労働行政職員一般研修』、『労

働行政職員専門研修』等）

その他

無回答

　

調

査

数

労

働

政

策

に

関

す

る

総

合

的

な

調

査

研

究
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究
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動

国

内

労

働

情

報

の

収

集

・

整

理

海

外

労

働

情

報

の

収

集

・

整

理

各

種

労

働

統

計

の

収

集

・

整

理

調

査

研

究

成

果

等

の

普

及

政

策

論

議

の

場

の

提

供

労

働

行

政

職

員

研

修

の

実

施 そ

の

他

　

無

回

答

494(件) 253 107 181 159 167 165 108 90 23 15

100(％) 51.2 21.7 36.6 32.2 33.8 33.4 21.9 18.2 4.7 3.0
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問７ 今後、機構に期待する役割は何ですか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。 

  1. 現在取り組んでいる労働政策の推進に役立つ調査研究を行うべき 

  2. 現在の政策では取り組んでいないものであっても、中長期的に労働政策に役立つ政策研

究・提言を行うべき 

  3. 労働政策の推進に資する定点観測的な調査研究を長期にわたり継続的に行うべき 

  4. 労働政策に留まらず関連分野も対象とした政策研究・提言を行うべき 

  5. 内外の労働政策等に関する情報・資料の収集、提供・公開活動を積極的に行うべき 

  6. 労働関係者等への研修を積極的に行うべき 

  7. 企業・労使団体・行政の実務に役立つ活動を行うべき 

  8. 海外の一流政策研究機関と肩を並べるような、日本を代表する労働政策研究機関としての

役割を担うべき 

  9. その他（                         ） 

 

 

 

 

問８ 機構の事業活動全般に対するご意見・ご要望等がありましたらお書き下さい。 

  略 

51.6

53.4

49.4

15.4

41.1

22.7

28.5

19.2

1.6

2.0

0% 20% 40% 60%

現在取り組んでいる労働政策の推進に役立つ調査研究を

行うべき

現在の政策では取り組んでいないものであっても、中長期

的に労働政策に役立つ政策研究・提言を行うべき

労働政策の推進に資する定点観測的な調査研究を長期に

わたり継続的に行うべき

労働政策に留まらず関連分野も対象とした政策研究・提言

を行うべき

内外の労働政策等に関する情報・資料の収集、提供・公開

活動を積極的に行うべき

労働関係者等への研修を積極的に行うべき

企業・労使団体・行政の実務に役立つ活動を行うべき

海外の一流政策研究機関と肩を並べるような、日本を代表

する労働政策研究機関としての役割を担うべき

その他

無回答
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留

ま

ら

ず

関

連

分

野

も

対

象

と

し

た

政

策

研

究

・

提

言

を

行

う

べ

き 内

外

の

労

働

政

策

等

に

関

す

る

情

報

・

資

料

の

収

集
、

提

供

・

公

開

活

動

を

積

極

的

に

行

う

べ

き

労

働

関

係

者

等

へ

の

研

修

を

積

極

的

に

行

う

べ

き

企

業

・

労

使

団

体

・

行

政

の

実

務

に

役

立

つ

活

動

を

行

う

べ

き

海

外

の

一

流

政

策

研

究

機

関

と

肩

を

並

べ

る

よ

う

な
、

日

本

を

代

表

す

る

労

働

政

策

研

究

機

関

と

し

て

の

役

割

を

担

う

べ

き

そ

の

他

　

無

回

答

494(件) 255 264 244 76 203 112 141 95 8 10

100(％) 51.6 53.4 49.4 15.4 41.1 22.7 28.5 19.2 1.6 2.0
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＜当機構の各種活動について＞ 

 

◆調査研究成果物について 

 

問９ 機構の調査研究成果物を利用されたことがありますか。あてはまる番号に一つだけ○を付

けて下さい。 

  1. ある 

  2. ない → 問 13 へ 

 

（利用率）４９４人中 利用率 ６７．４％  昨年度 ６８．２％ 

 

 

 

ある

67.4

ない

32.4

無回答

0.2

（％）

　

調

査

数

あ

る

な

い

　

無

回

答

494(件) 333 160 1

100(％) 67.4 32.4 0.2
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問 10 問９で「ある」と回答された方に伺います。あなたが利用された調査研究成果物は何です

か。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。 

  1. 労働政策研究報告書 

  2. 労働政策レポート、ディスカッションペーパー 

  3. 調査シリーズ、資料シリーズ 

  4. 『キャリアインサイト』、『職業レディネステスト』等職業情報・就職支援ツール、 

『厚生労働省編職業分類』等職業解説などの研究開発成果物 

  5. その他（                         ） 

 

 

 

  

69.4

51.7

62.5

16.5

3.9

0% 20% 40% 60% 80%

労働政策研究報告書

労働政策レポート、ディスカッションペーパー

調査シリーズ、資料シリーズ

『キャリアインサイト』、『職業レディネステスト』等職業情報・

就職支援ツール、『厚生労働省編職業分類』等職業解説な

どの研究開発成果物

その他

　

調

査

数

労

働

政

策

研

究

報

告

書

労

働

政

策

レ

ポ
ー

ト
、

デ
ィ

ス

カ
ッ

シ
ョ

ン

ペ
ー

パ
ー

調

査

シ

リ
ー

ズ
、

資

料

シ

リ
ー

ズ

『

キ
ャ

リ

ア

イ

ン

サ

イ

ト
』

、

『

職

業

レ

デ
ィ

ネ

ス

テ

ス

ト
』

等

職

業

情

報

・

就

職

支

援

ツ
ー

ル
、

『

厚

生

労

働

省

編

職

業

分

類
』

等

職

業

解

説

な

ど

の

研

究

開

発

成

果

物

そ

の

他

333(件) 231 172 208 55 13

100(％) 69.4 51.7 62.5 16.5 3.9
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問 11 その調査研究成果物はあなたの業務・研究にとって有益ですか。あてはまる番号に一つだ

け○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

（有益率）３３３人中 有益率 ９８．５％  昨年度 ９７．９％ 

 

 

 

 

大変有益である

46.5

有益である

52.0

あまり有益でない

0.9

有益でない

0.3 無回答

0.3

（％）

　

調

査

数

大

変

有

益

で

あ

る

有

益

で

あ

る

あ

ま

り

有

益

で

な

い

有

益

で

な

い

　

無

回

答

333(件) 155 173 3 1 1

100(％) 46.5 52.0 0.9 0.3 0.3
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